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は　じ　め　に
　世界保健機関が，自殺企図は自殺の最大の危険
因子であると報告5）しているように，自殺未遂者
の再企図防止は自殺予防対策にとって重要であ
る．自殺未遂者が再企図しないよう支援するに
は，救急科と精神科の医療連携，保健福祉，教育，
労働，その他関係機関の協力体制が必須である．
日本において，自殺未遂者の再企図防止の有効性
が確認されているものとして，「自殺企図の再発
防止に対する複合的ケース・マネージメントの効
果：多施設共同による無作為化比較試験
（ACTION‒J）」1）がある．自殺企図後に救命医療施
設に搬送された患者に対して，ケース・マネージ
メントのプログラムを入院中と退院後に行うと，
介入開始から半年後の時点で約 50％再企図者の
減少効果があるとされている．ACTION‒Jが実施
できるのは，救急医療と精神科医療が緊密に連携
でき，かつ，十分にトレーニングを受けたケー
ス・マネージャーの存在が必須である．しかし，

全国的には，このような体制で自殺未遂者対応の
できる医療機関は限られている．そこで，滋賀県
では現状の社会資源での自殺未遂者支援のあり方
を検討し，自殺未遂者とその家族に対して，滋賀
県自殺予防情報センター（以下，予防センター）
をはじめとする行政機関と救急告示病院との連携
による支援事業を実践してきたので報告する．

Ⅰ．滋賀県の現状
　1． 自殺・自殺未遂者の状況
　滋賀県の人口は 2015年国勢調査では 1,413,184
人（男性 696,887人，女性 716,297人），内閣府自
殺対策推進室によれば 2014年滋賀県内の自殺者
数は 259人で男性 168人，女性 91人（2014年調
査期間に滋賀県内に居住していた自殺者），自殺
死亡率 18.25は全国 35番目である2）．
　辻本ら4）が行った自殺企図者の実態調査では，
2010年 1月の 1ヵ月間で，未遂・完遂合わせて自
殺企図にて滋賀県内の公的救援機関（病院，消防，
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警察）がかかわった事例は 94人で，内訳は自殺未
遂者が 54人，自殺完遂者が 40人であった．公的
救援機関がかかわる自殺未遂者は，自殺完遂者数
の 1.35倍程度であることが明らかになり，自殺未
遂者支援を行うハード・ソフト両面の体制は，自
殺完遂者の 3～4割増の数を想定すれば整備でき
ると考えられた．

　2． 精神科・身体科救急医療の体制
　滋賀県の二次医療圏域は 7圏域である．入院病
棟をもつ精神科病院は 13ヵ所（精神科病床数
2,459床），精神科外来診療のみの一般病院は 5ヵ
所，精神科・心療内科クリニックは 24ヵ所であ
る．精神保健指定医は人口 10万人あたり約 7人と
全国で 4番目に少ない．身体科救急に関しては，
救急告示病院が 32ヵ所，救命救急センターは 4ヵ
所ある．
　滋賀県には精神科救急医療システム事業があ
る．緊急な医療を必要とする精神障害者などの医
療および保護を迅速かつ適切に行うため，精神科
医療機関，保健所，精神保健福祉センター内の精
神科救急情報センター，警察および消防などの関
係機関が連携している．主に病的体験に左右され
た多動や興奮状態による他害行為事例を想定した
システムであり，身体科治療が優先される自殺未
遂・自傷行為については対応が難しい状況があ
る．また，身体科と精神科の病院・診療所の日常
診療レベルの関係性は良好であるが，救急科から
精神科に積極的かつ確実な橋渡しができるシステ
ムまでは構築されていない．

Ⅱ．行政機関が行う自殺未遂者への支援
　1． 相談支援事業の立ち上げ経過
　2014年 5月，湖南圏域（草津保健所管内の草津
市，守山市，栗東市，野洲市の 4市，人口は約 32
万人）を対象地域として，湖南圏域自殺未遂者支
援体制検討会議を立ち上げた（救急告示病院 7病
院，精神科病院 2病院，精神科診療所代表，草津
保健所，管内 4市，滋賀県障害福祉課，予防セン
ターが参加）．自殺未遂者の再企図防止の対策を

検討し，同年8月から予防センターが窓口となり，
自殺未遂者の再企図防止支援事業「湖南いのちサ
ポート相談事業」（以下，サポート事業と略す）を
開始することとなった．大量服薬やリストカット
といった事例も，自殺未遂と自傷行為を鑑別する
ことは困難であり，自傷行為も長期的には自殺完
遂のリスクが高まることから，サポート事業の対
象者に含めることとした．

　2． 湖南いのちサポート相談事業の概要
　予防センターが実施主体となり，湖南圏域の救
急告示病院 7病院，保健所，市，その他関係機関
の協力を得て実施する．予防センタースタッフは
正規職員の兼任常勤 2名（約 5割の業務ウェイ
ト），専任嘱託職員 2名，合わせて 4名で構成さ
れ，保健師・精神保健福祉士・臨床心理士などの
多職種チームとして活動している．サポート事業
の流れを図 1に示す．協力病院となった救急告示
病院に自殺未遂者が搬送されると，病院の救急部
門において，病院スタッフが自殺未遂者と家族に
対して事業内容についてリーフレットを使って説
明する．自殺未遂者または家族から事業の同意が
得られると，救急告示病院から予防センターに
FAXなどを用いて自殺未遂者や家族の情報が伝
えられる．予防センタースタッフは，自殺未遂者
が入院中であれば救急告示病院にて，帰宅してい
たら訪問や来所などにより自殺未遂者または家族
と面接し，自殺未遂に至った背景の確認，抱えて
いる問題などを整理し，保健所や居住地の市担当
者と連携しながら支援方針を立てる．自殺念慮が
持続していたり精神症状が強い時期は予防セン
タースタッフを中心に，精神症状が落ち着いた後
は市の担当者が引き継ぐ形で，地元の生活支援機
関，福祉機関，介護保険機関，労働・教育関係機
関，司法関係機関，かかりつけの精神科医療機関
など必要な関係機関が協力し，継続した支援を行
う．救急告示病院に対しては，初回面接後の早い
時期から紙面による報告などによって，支援状況
のフィードバックを行う．救急告示病院に搬送さ
れた際に精神科未受診で，精神科医療が必要と判
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断された事例については，予防センターが精神科
医療機関につなぐ役割を果たす．

　3． 事業の評価方法
　予防センター主催で，事例検討会を定期的に開
催し，支援した自殺未遂者についての背景理解，
支援の方向性や役割分担，支援終了時期などを関
係者間で共有している．支援終了と判断した事例
についても，自殺未遂後 2年間は再企図がないか
自殺未遂者本人や家族，関係者に確認をとってい
る．年間 2回，「湖南圏域自殺未遂者支援体制検討
会議」を開催し，事業全体の評価を行い，実施方
法の改善点を検討している．

Ⅲ．結　　　果
　1． 圏域における支援について
　サポート事業開始から 2016年 3月 31日までの
べ 56件の支援を行っている．そのうち，2015年

4月 1日から 2016年 3月 31日までの支援実績を
示す（表 1）．1年間でのべ 34件の自殺未遂者支援
を行った．実人数は 32人で，支援開始後も自殺未
遂を 2回以上繰り返した事例（いわゆるリピー
ター）は 2人いた．性別に関しては女性への支援
が男性の 2倍以上の数となっていた．年齢につい
ては 30代が最も多く，次いで 20代・50代，そし
て 10代・40代の順に支援が多かった．自殺未遂
手段は過量服薬が 64.7％，リストカットが 20.6％
と，致死性の低い手段が約 8割を占めていた．自
殺未遂歴有が 61.8％でサポート事業からも，自殺
企図は繰り返されやすい行為であることがわかっ
た．精神科通院状況では，通院中が 55.9％，治療
中断が 8.8％と何らかの精神科のかかわりがあっ
た事例が 65％を占め，精神科治療の重要性が再認
される結果であった．精神疾患の種別は F3のう
つ病圏が 38.2％と多かった．精神科以外には支援
機関をもたない事例が 58.8％を占め，医療以外の
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図 1　湖南いのちサポート相談事業の流れ
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生活相談（母子育児，生活保護，高齢・障害福祉
など）ができていない状況が明らかとなった．再
企図のリスクアセスメントに関しては，予防セン
ター内で作成したリスクアセスメント票を用い，
自殺に関する危険因子と保護因子を見立て，軽度
から非常に高度までの危険度評価を行った．サ
ポート体制などを勘案し，継続的な見守りや危機
対応の準備，早急な安全確保など，支援の濃淡や
優先順位を設定し，当面の方針を決めていった．
相談事業に対して，家族の同意はとれているが，
自殺未遂者本人が同意しない場合は，家族に対す

る寄り添い支援を主に行い，相談機関に関する情
報提供や日常生活における環境調整を行う中で，
家族全体に包括的にかかわっている．

　2． 圏域内の代表的な救急告示病院（済生会滋賀
県病院）の自殺企図数の状況

　済生会滋賀県病院は，予防センターと同じ圏内
にある病床数 393床の総合病院である．救命救急
センターを有する施設としては，病床規模は小さ
いものの，近畿地方の救命救急センター中で，多
くの救急車を受け入れている病院の 1つである．

表 1　平成 27年度サポート事業の支援実績

N（人） ％

性別 男性 10 29.4
女性 24 70.6

年齢分布 10代  5 14.7
20代  6 17.6
30代  9 26.5
40代  5 14.7
50代  6 17.6
60代  1 2.9
70代  1 2.9
80代  1 2.9

自殺未遂手段 過量服薬 22 64.7
リストカット  7 20.6
縊首  2 5.9
入水  2 5.9
ガス  1 2.9

自殺未遂歴 有 21 61.8
無 13 38.2

精神科治療状況 通院中 19 55.9
治療中断  3 8.8
無 12 35.3

精神科主診断 F2（統合失調症圏）  1 2.9
F3（気分障害圏） 13 38.2
F4（神経症圏）  4 11.7
F6（パーソナリティ障害圏）  2 5.9
複数診断  1 2.9
不明 13 38.2

精神科以外の支援機関 有 14 41.2
無 20 58.8

合計 34 100
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精神科・心療内科は非常勤精神科医によって院内
診療のみを行っている．サポート事業開始前の
2012年に救命救急センターに搬送された年間自
殺企図数は 77人（83件）で，完遂 6人（6件），
未遂 68人（77件），頻回企図者（リピーター）は
8人（11.8％）であった．サポート事業実施後の
2015年の年間自殺企図数は 56人（68件）で，完
遂 3人（3件），未遂 53人（65件），頻回企図者
（リピーター）2人（3.8％）となり，自殺未遂者数
ならびに頻回企図者は減少していた．2015年度の
済生会滋賀県病院における自殺未遂者支援におい
て，「湖南いのちサポート相談事業」につながった
事例は 33件（同意取得率：50.8％），病院のみで
の支援事例は 6件であった．

　3． サポート事業開始後の済生会滋賀県病院ス
タッフの意識変化について

　済生会滋賀県病院は，サポート事業の協力病院
になる前から，多くの自殺企図者を受け入れてい
た．事業の開始前，病院スタッフは自殺未遂者が
搬送されるたびに，否定的な感情を抱きがちで

あった．精神科常勤医師が不在であるため，自殺
未遂者が搬送されてもタイムリーな精神科診察は
受けられない状況にあった．また病院スタッフは
初期介入に戸惑い，家族支援ができない，連携で
きる関係機関の情報がないなどの課題を抱えてお
り，身体科救急患者に対してルーチンとしてバイ
タルチェックを実施するのと同様に，自殺未遂者
に対しても「TALKの原則（T：TELL，A：ASK，
L：LISTEN，K：KEEP SAFE）」を使い，死にた
い気持ちを確かめる取り組みを進めている時期に
サポート事業の協力病院となった．自殺未遂者に
対する院内連携フロー図（図 2）も作られ，「頻回
企図者が減った実績・実感がもてる」「ERでサ
ポート事業の説明をして，同意書は渡していま
す」「ご本人は拒否されましたので，家族に確認
をお願いします」など，自殺未遂者支援の連携必
要性に対する意識は定着しつつある．「意識のレ
ベルが戻ってきたので話を聴いてみます」「自殺
についての話になると黙ってしまうからまだ心
配」「家族ともゆっくり話してみます」など，死に
たい気持ちを聴くことの重要性についても理解が

自殺未遂者受・リストカット，多量服薬などの自傷行為　・湖南圏域（草津・守山・栗東・野洲）在住

救命救急センター
担当医師

自殺企図・完遂テンプレート（電子カルテ内）を記載

「湖南いのちサポート相談」の説明と推奨

＜時間内＞救急センター看護師を通してリエゾン，MSWへ連絡
＜時間外＞担当医師・救急センター看護師と共同で対応

本人へ「湖南いのちサポート相談」
について説明，連絡の同意を得る

本人の同意あり

家族へ紹介，連絡の同意を得る

本人の同意なし

家族の同意あり 氏名を事務日当直者
へ報告 

同意書にサインをもらう

リエゾン，MSWにて「連絡票」を
記載，同意書とともにFAX

MSWにて「同意な
し連絡票」を記載，

FAX

当直明けミーティングにて
センター事務へ報告

自殺予防情報センター

「同意なし連絡票」を記載

家族の同意なし

＊自傷他害など，緊急精神科転院が必要なケースは除く

図 2　済生会滋賀県病院院内連携フロー図
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深まり，「同意とれた，よかった」「サポート事業
につながって，ひとまず安心」など，自殺未遂者
支援の具体的な連携先がわかることで，病院ス
タッフの無力感・不全感が減り，安心感・達成感
が増える結果となっていた．

　4． 自殺未遂者対策の県全体への広がり
　2008年以降，滋賀県内の複数の圏域や市におい
て，自殺未遂者の再企図防止対策が行われてきた
（図 3）．2011年に彦根市自殺未遂者対策ネット
ワーク事業，2013年に大津市いのちをつなぐ相談
員派遣事業，2014年に東近江圏域自殺未遂者支援
連絡体制，湖南いのちサポート相談事業，2015年
に甲賀保健所および公立病院における自殺未遂者
支援事業などである．2014年度からは滋賀県自殺
未遂者支援体制検討会議も定期的に開催され，圏
域特性を反映した事業展開の報告の場となってい
る．精神科病院代表，精神科診療所代表，各圏域
の保健所，市担当課，救急告示病院のスタッフ，

県庁担当課，精神保健福祉センターなど，約 30人
の関係者が集まり，現状報告や課題について意見
交換し，先行する取り組みを活かす形でのマニュ
アル検討，圏域を越えた場合の支援のあり方など
を話し合っている．2015年度，①大津圏域で 23
件，②湖南圏域で 34件，③甲賀圏域で 7件，④東
近江圏域で 3件，⑤湖東圏域で 34件，県全体で
100件以上の自殺未遂者などに対する行政機関連
携による相談支援が行われている．

Ⅳ．考　　　察
　救急告示病院と行政機関連携による自殺未遂者
への相談支援は，①予防センターなどの専門職員
が支援の中心を担うことで，自殺未遂者の再企図
リスクのアセスメントができ，強い自殺念慮や精
神症状がある時期にもかかわりをもつことができ
る，②行政が活動できる日勤時間中に対応できる
（休日夜間の搬送者は，翌日・週明けと比較的早
期に），③他機関・多機関と協力して地域の特性

自殺未遂者

救
急
対
応
機
関

地
域
支
援
機
関

連
携

警察

消防

昼間；保健所
夜間休日；精神科救急情報センター 通報

搬送

保護 自傷の疑い

救急告示病院

病院
受診者

病院
受診者

②湖南圏域

⑥湖北圏域

④東近江圏域 ⑤湖東圏域

 市民病院
受診者

 要支援者

①大津圏域
③甲賀圏域

精神科医療機関

一般科医療機関

自殺予防情報センター保健所

必要に応じ
た相互連携

市町

図 3　滋賀県の自殺未遂者支援対策全体図
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を活かすソーシャルワークを中心とした伴走型支
援ができる，④自殺未遂者だけでなく家族にもか
かわれる，⑤精神科・救急告示病院・保健福祉
サービスなどの関係機関で情報を共有しやすく，
継続的な支援につなぎやすいなどの特徴をもつ．
　高橋3）は，自殺の危険の背景に精神障害が存在
する場合は，正確な診断やその重症度に基づいた
集中的かつ長期的な治療が必要なこと，周囲の
人々との絆を回復するように働きかけることが重
要であり，医療側の努力だけで常に患者の安全を
確保することは不可能であると報告している．自
殺未遂者の再企図を長期的に予防していくには，
さまざまな関係機関が連携をとりながら，自殺未
遂者と家族を継続的に支援していくことが重要で
ある．また，自殺未遂した事例の背景・傾向を分
析することも，支援の組み立てには重要である．
　広い意味での自殺予防対策として，今回，救急
告示病院と行政機関の間で協力体制が整備された
ことで，病院スタッフや市町村職員，保健福祉関
係者にゲートキーパーの役割意識が生まれ，精神
科合併症対策の進展も期待できる状況となった．
関係機関が連携して支援を行っていく中で顔が見
える関係ができ，発達障害・引きこもり対策，生
活困窮者対策，依存症対策，事件事故メンタルヘ
ルス対策など，さまざまな分野での事業協力を進
めることも可能となっている．自殺予防対策を活
用して他機関・多機関と連携し，有効な地域精神
保健福祉活動を進めることも重要である．

お　わ　り　に
　本事業では，支援できた自殺未遂者の事例数が
まだ少なく，事業の効果を検証できるまでには
至っていない．滋賀県内各圏域の状況に応じた支
援を実施しながら，自殺未遂者のその後の状況を
分析し，行政機関連携による再企図防止の効果に
ついて検証していく必要がある．

　なお，本論文に関連して開示すべき利益相反はない．
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Counseling and Support by Cooperating Administrative Organs and 
Emergency Hospitals for Suicide Attempters
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　　Prevention of suicide reattempts is a pillar of suicide countermeasures. Shiga Prefectural 
Mental Health Center launched“Konan Inochi support consultation enterprise”in August of 
the fiscal year Heisei 26. Staff of allied emergency hospitals in a prefecture introduce the enter-
prise to a suicide attempter and his/her family when brought by ambulance to the hospital. If 
he/she agrees, hospital staff will send his/her information to the center. Staff of the center 
start support by contacting the suicide attempter and family. The staff assess his/her situation 
and how and why the attempted suicide took place, and then the staff continue the support by 
cooperating with a health center of the prefecture, the division in charge of the municipal 
office, and other life support bodies. Like Shiga Prefecture Konan region, similar administrative 
cooperation enterprises have been deployed in other region within this prefecture；the enter-
prises dealt with over one hundred suicide attempts in the fiscal year Heisei 27. The prefec-
ture held a review meeting for the Shiga Prefecture suicide attempters support system；each 
prefecture has developed an enterprise that reflect the region’s characteristics.
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